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（１） 趣旨及び目的 

   高知県は、平成26年9月に南海トラフを震源とする巨大地震の発生に伴う災害廃棄物  

 処理の第一歩として「高知県災害廃棄物処理計画Ver.１(以下、「県計画Ver.1」という。）を 

  策定した。 

   この県計画Ver.1では、災害廃棄物処理の基本的な処理方針や処理手順を示している 

 が、それぞれの処理段階では対応策の明示に至らなかった事項(課題等)も残されていた。 

   こうしたことから、学識経験者、コンサルタント、県・市町村で構成する「南海トラフ巨大 

 地震の発生に伴う災害廃棄物処理検討会」を設置（平成27年６月18日）し、県計画Ver.1で 

 は対応策の明示に至らなかった課題等について、地域の特性を踏まえた対応策や方向 

 性等について検討を行うこととした。 

   以後、検討会の活動を通じて、県計画Ver.1のブラッシュアップを図りながら実効ある計 

 画とするともに、検討内容を市町村災害廃棄物処理計画の策定に反映する等、県及び市 

 町村における災害廃棄物の処理体制の整備を図っていくものとする。 

（２）名称  「南海トラフ巨大地震の発生に伴う災害廃棄物処理検討会」 

（３）所掌業務 

     ・災害廃棄物処理に関する情報収集 

     ・県計画Ver.1で対応策の明示に至らなかった課題・問題点の整理、検討課題の抽出 

     ・処理方針や対応策の検討、まとめ 

（４）開催場所  高知市（東京都、京都府ほか他の地域で開催する場合あり） 

（５）検討会の構成 

  ① 委員(５名)、オブザーバー(宿毛市、芸西村、中土佐町)及び県職員等 

  ② 委員の構成（必要に応じて随時委員以外の意見を聴くものとする） 

      学識経験委員２名＋コンサルタント委員２名＋自治体委員１名    

  ③ 委員メンバー（◎座長）                       (敬称略、五十音順) 

 

 

 

 

 

 

 

（６）役割分担 

  ○学識経験者：災害廃棄物処理に関する専門的観点からの知見や助言等、検討会の全 

   般にわたるアドバイス 

  ○コンサルタント：東日本大震災において実際に現地で災害廃棄物処理に携わった経 

   験に基づく知見及び全国 の動向等に関する意見、助言 

  ○行政：災害廃棄物処理の実施主体としての意見 

（７）設置要綱 Ｐ50参照（委員名簿省略） 

 

 

委員名 所属・役職 備考 

浅利 美鈴 京都大学 大学院 地球環境学堂 准教授 学識経験者 

岩下 信一 応用地質株式会社 地球環境事業部 事業部長 コンサルタント 

葛畑 秀亮 国際航業株式会社 技術本部 環境保全部資源循環推進グループ長 コンサルタント 

寺尾 倫彦 高知市 環境部 環境政策課長 自治体 

藤原 拓 ◎ 高知大学 教育研究部自然科学系農学部門 教授 学識経験者 

１  検討会の概要 



 

   平成28年度は、以下のとおり検討会を開催し、審議を行った。詳細は、次ページ以降に記載。 
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２  検討会の活動実績 

検討課題等の審議経過 

第１回検討会 

(H28. 7.29) 

①対応策等の概要について 

  ・市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 

  ・高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の概要・骨子案等の検討 

  ・既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の処理可能量の検証 

  ・他施設（産業廃棄物処理施設,下水処理場等）との連携 

②平成28年度の活動計画、スケジュールについて 

第２回検討会

(H28.10.20) 

①市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 

  ・前提条件の設定、行動内容の抽出 

  ・業務・フェーズ別に分類 

  ・プライオリティの検討 

  ・注意点・配慮事項の抽出 

②高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の概要・骨子案等の検討  

  ・記載事項の抽出 

③既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の処理可能量の検証 

   ・アンケート結果の報告 

④他施設（産業廃棄物処理施設,下水処理場等）との連携 

   ・アンケート結果の報告 

第３回検討会 

(H28.12.9) 

①市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 

  ・各市町村の共通・個別事項の明確化 

  ・マニュアル化 

②高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の概要・骨子案等の検討  

  ・県内及び県外自治体との連携項目の抽出 

  ・「市町村支援Ver.」と「委託処理Ver.」の行動内容の違いの明確化 

③既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の処理可能量の検証 

   ・処理可能量の検証 

④他施設（産業廃棄物処理施設,下水処理場等）との連携 

   ・連携についての検討 

第４回検討会 

(H29.2.17) 

①市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 

  ・アクションカード案の提示 

  ・設定した前提条件の再確認 

②高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の概要・骨子案等の検討  

  ・概要、骨子案及び行動計画表のイメージの作成 

③既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の処理可能量の検証 

   ・次年度に向けての検討 

④他施設（産業廃棄物処理施設,下水処理場等）との連携 

   ・次年度に向けての検討 

⑤平成２９年度の活動計画 



検討課題  市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 

 【課題の概要】  

   大規模災害発生後、多くの市町村は避難所対応や遺体捜索等を優先しつつ、並行して災害廃棄物処

理業務を行うことが求められる中で、場合によっては本来の廃棄物担当者が対応できない状況が想定さ

れる。 

   このため、他の部署の職員や他の自治体からの応援職員等がどの業務を担当した場合でも、主体的

に行動して早期復興に繋がるよう、市町村災害廃棄物処理チームにおける初動期等の具体的な行動内

容を取りまとめておく必要がある。 

 【平成２８年度の検討結果】 

  平成27年度に検討した「市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の概要・骨子案等」を踏まえ、P4

～9の作業行程により、市町村災害廃棄物処理チームにおける初動期等の行動内容を明示した「市町村

行動マニュアル（アクションカード付き）」を作成した（P10～11、別添参照）。 

 【平成２９年度の対応方針】 

  市町村等を対象に「市町村行動マニュアル（アクションカード付き）」を活用した初動訓練を実施し、対

応力の向上を図るとともにマニュアルの検証・見直しを行う（P12参照）。 

 【検討スケジュール】 

 【参考意見】  

 ＜ マニュアル・アクションカードについて＞ 

    ・応援職員へ指示する際の統一フォーマットとして活用 

    ・発災後の人員計画を踏まえてマニュアル・アクションカードを活用 

    ・応援職員が見ても分かやすい仕様としていく必要あり 

    ・小規模の市町村では、発災時は役割が重複し、混乱が起こるため、事前に役割分担を明確にしておくと、責任者 

  も指示が出しやすい（岩手県被災町の助言） 

    ・経理業務について、発注業務の試算や災害査定への備えが受身的 

    ・災害廃棄物処理計画とマニュアル・アクションカードの使い方を検討する必要あり 

  ・各市町村において、事前の備えと組み合わせてアクションカードを使用する必要あり 

    ・事前の備えとして、具体的な分別基準を各市町村で検討する必要あり 

   ＜ 来年度の訓練（検証）について＞ 

    ・必要な情報項目を掲載した様式を作成し、アクションカードと併せて訓練を実施 

    ・東日本大震災の被災自治体職員や有識者をアドバイザーとして招待し、マニュアル・アクションカードについて、 

  不足部分の指摘をしてもらう 

    ・四国ブロック協議会の机上訓練では、手順書に記載していないアクシデント対応を実施 

 ＜その他＞ 

  ・復旧期でも一次仮置場の返還が発生することが想定される 

  ・高知市は仮置場候補地選定済、他市町村は応急期機能配置計画により今後選定予定 

  ・東日本大震災の広域処理は県同士で調整（理想は地域ブロック同士、地域ブロック内の県同士、県と市町村が   

  調整を実施） 

  ・東日本大震災の事例では、第３フェーズから第４フェーズまでは他県からの応援なし 

P3 

３ 検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 

第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 第４回

概要・骨子等の検討 ● ● ●

（案）の審議等 ● ● ● ●

検証・見直し ○ ○ ○ ○

H28年度 H29年度H27年度検討項目
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＜市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成作業フロー＞ 

＜作成方針＞ 

・「概要・骨子案、市町村災害廃棄物処理チームの行動計画表のイメージ」の内容  

 を踏まえ、県計画Ver.1や東日本大震災の事例等をもとに明示する。 

・マニュアルの活用に必要な前提条件（事前に検討しておくべき事項）の設定を 

 行い、行動内容を抽出する。 

・災害発生時に各業務班がフェーズごとに何をすべきかわかるように記載する。 

・応援職員等の第三者が活用できる内容とする。 

・市町村ごとにカスタマイズできるよう、共通事項や個別事項を明確化する。 

・市町村がマニュアルを活用するにあたり、設定した前提条件が妥当であるか再確 

 認する。 

＜市町村行動マニュアルの運用イメージ（災害発生時）＞ 

 
① 前提条件の設定･

行動内容の抽出 

② 業務･フェーズ

別に分類 

③ プライオリティ

の検討 

④ 注意点・配慮事

項の抽出 

⑤ 各市町村の共通･個

別事項の明確化 
⑥ マニュアル化 

⑦ アクションカー

ドの作成 

⑧ 設定した前提条

件の再確認 

３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 
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３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 
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３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 
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３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 
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３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 
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３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 
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３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 

本編目次構成 
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３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 

資料編目次構成 
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３  検討資料（１）市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成 
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 

検討課題  高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の概要・骨子案等の検討 

 【課題の概要】  

  大規模災害発生後、本県は、国、他県、県内市町村、民間団体等との連絡調整及び応援要請等の市

町村支援のほか、被災市町村からの事務委託により、災害廃棄物処理業務を実施することも想定される

ため、市町村の行動内容と連動した県の行動内容（市町村支援Ver.、事務委託Ver.）を取りまとめておく

必要がある。 

 【平成２８年度の検討結果】 

  次年度における「高知県行動マニュアル（アクションカード付き）」の作成に向けて、P14～19の作業行

程により、「当該マニュアルの概要・骨子案、高知県災害廃棄物処理チームの行動計画表のイメージ」を

検討した（P20～22参照）。 

 【平成２９年度の対応方針】 

  「高知県行動マニュアル（アクションカード付き）の概要・骨子案、高知県災害廃棄物処理チームの行動

計画表のイメージ、県計画Ver.1及び市町村行動マニュアル（アクションカード付き）等」を踏まえ、高知県

災害廃棄物処理チームにおける初動期等の行動内容を明示した「高知県行動マニュアル（アクション

カード付き）」を作成する（P23参照）。 

 【検討スケジュール】 

 【参考意見】  

    ＜ 来年度の作業について＞ 

  ・市町村と協議のうえ、県が事務委託を想定する業務を第１回検討会で提示（市町村が必ず対応すべき業務・対 

   応事項の線引きを示すことも検討） 

  ・想定外の事務委託の受託については、「市町村行動マニュアル（アクションカード付き）」により県が対応 

  ・事務委託のほか、事務代替制度の活用を検討（県から人員補助、権限は市町村） 

  ・各自治体の担当者数等の平時の処理体制をもとに事務委託となり得る市町村を想定 

  ・事務委託の判断材料の整理（人員、発生量、事前の備え等から総合的に判断） 

  ・四国ブロック協議会では、来年度に「行動計画」を作成（マニュアルとの整合性に留意） 

    ・四国全域の被災時は中国地方との連携を想定(本県は島根県・山口県とカウンターパート） 

    ・各市町村の意見、地域の実情、自治体の規模、被害想定等を考慮した県の支援を想定 

  ＜その他＞ 

  ・岩手県の事務委託事例は、人員配置や被災規模に応じて各市町村と県で協議と推察 

第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 第４回

概要・骨子等の検討 ● ● ●

（案）の審議等 ○ ○ ○ ○

H28年度 H29年度H27年度検討項目
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 

＜東日本大震災における 
市町村から県への事務委託業務＞ 

① 県計画Ver.1や今後作成する市町村行動マニュアル等から、   
  県行動マニュアルに記載すべき項目を抽出 
② 県内及び行動指針をもとに県外自治体との連携項目の抽出 
③ 東日本大震災の事例を解析し、「市町村支援Ver.」と 
  「委託処理Ver.」の行動内容の違いを明確化 
④ ①～③をもとに、「県行動マニュアルの概要、骨子案及び 
  行動計画表のイメージ」を検討 
 

自動車
家電
PCB等特別管理廃棄物
一般的な災害廃棄物
公物解体等災害廃棄物

処
理
処
分

　処理実行計画の策定

　倒壊家屋等の解体撤去

　一次仮置場までの収集運搬
　一次仮置場における選別
　一次仮置場からの収集運搬
　二次仮置場における選別
　二次仮置場からの収集運搬

＜検討方針＞  

・市町村行動マニュアルと同様に、実践的な成果品の作成に向けた検討を行う。 

・県内及び「大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針（H27.11環境

省）、以下「行動指針」）」をもとに県外自治体との広域連携を見据えた検討を行う。 

・東日本大震災の事例等を解析し、「市町村支援Ver.」と「委託処理Ver.」の行動

内容の違いを明確にした「概要・骨子案（項目）等」の検討を行う。 

作業手順 

国(環境省)

高知県

県内被災
市町村

支援市町村廃棄物事業者団体
建設事業者団体等

支援都府県

県内非被災
市町村

廃棄物事業者
建設事業者等

廃棄物事業者団体
建設事業者団体等

廃棄物事業者
建設事業者等

都道府県間の
相互協力体制

連絡
調整

連絡
調整

連絡
調整要請/支援

情報収集
指導・助言

報告

報告情報収集
指導・助言

高知県内の相互協力体制

連絡
調整

連絡
調整

連絡
調整

支援

支援都府県の相互協力体制

連絡
調整

連絡調整

＜広域連携による相互協力体制の例＞ 
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 



P16 

３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 



P20 

３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 
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３  検討資料（２）高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の 
  概要・骨子案等の検討 



P24 

３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 

検討課題  既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の処理可能量の検証 

 【課題の概要】  

  県計画Ver.1において、Ｌ２被害による災害廃棄物等（約32,000 千トン）を既存施設で処理した場合には、

数十年以上の期間を要すると推定しており、今後、県内における広域的な処理体制を構築し、さらには

他県や国との連携に向けて検討を行っていく必要がある。 

 【平成２８年度の検討結果】 

  市町村・一部事務組合が保有する既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）に対してアンケート調査を

実施し、年間稼働日数（平時、災害時の想定）、立地箇所のGISデータ及び耐震・浸水対策の状況等の情

報を収集した（P25参照）。 

  さらに、収集した情報をもとに、各施設における震度分布や津波浸水域等の災害情報を精査するとと

もに、発災時を想定した現実的な処理可能量（余力）を検証した（P26～31参照）。 

 【平成２９年度の対応方針】 

  これまでの検証結果等を踏まえ、災害発生時における市町村間の相互支援の仕組みづくり、県と市町

村の連絡調整の円滑化に向けて、県内広域処理体制の構築に係る「災害時の広域ブロックの設定及び

ブロック別の処理方策の検討」を行う（P32参照）。  

 【検討スケジュール】 

 【参考意見】  

  ＜来年度の作業について＞ 

   ・災害時は災害時用の広域ブロックで対応することを示す 

 ・最終処分まで含めた処理方策を検討し、ブロックごとの処理フローを具体化 

 ・ブロックの協議会、幹事会の設置運営、役割や連絡体系に関するルールを検討する必要あり 

 ・市町村の単独処理、他市町村への事務委託、県への事務委託、一部事務組合による処理等の様々な処理体制 

  に係る支出の流れを整理 

 ＜その他＞ 

 ・下水処理場では、段階的応急復旧として数年かけて当初の処理能力に戻す計画あり 

 ・東日本大震災では、施設によっては長いもので半年復旧に時間を要した 

 ・県内施設では機械設備の耐震済施設は安芸メルトセンターのみと思われる 

 ・し尿の発生量は、平常時も災害時も同様の量を想定することが望ましい 

 ・一般的に焼却施設は震度５弱（250ガル）で自動停止（後に復旧作業が必要） 

第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 第４回

アンケート調査項目の審議 ●

処理可能量等の審議 ● ● ●

広域ブロックの設定（報告）及び
ブロック別の処理方策の審議

○ ○ ○ ○

H28年度 H29年度H27年度
検討項目
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３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 
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３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 
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３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 
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３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 
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３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 
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３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 
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３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 
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３  検討資料（３）既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の 
    処理可能量の検証 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 

検討課題  他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等）との連携 

 【課題の概要】  

 県内における広域的な処理体制の構築のほか、Ｌ２被害による災害廃棄物等（約32,000 千トン）処理対

策として、民間団体や他施設による協力支援体制を構築していく必要がある。 

 【平成２８年度の検討結果】 

 県内の産業廃棄物処理施設に対してアンケートやヒアリングを実施し、災害時の処理支援の可否、年

間稼働日数（平時、災害時の想定）、立地箇所のGISデータ及び耐震・浸水対策の状況等の情報を収集

した（P34参照）。 

 さらに、収集した情報をもとに、各施設における震度分布や津波浸水域等の災害情報を精査するととも

に、発災時を想定した現実的な処理可能量（余力）を検証した（P35～37参照）。 

 下水処理場については、「高知県下水道地震・津波対策ガイドライン（H25.11）」をもとに、東日本大震災

の事例を踏まえ、し尿処理対応における連携内容等を整理した（P38～42参照）。 

 【平成２９年度の対応方針】 

 本年度の検討結果を踏まえ、産業廃棄物処理施設や県下水道部局等の他施設との連携について、支

援の受入れに係る実務調整を行う（P43参照）。 

 【検討スケジュール】 

 【参考意見】  

 ＜来年度の作業について＞  

 ・下水処理場では、段階的応急復旧として数年かけて当初の処理能力に戻す計画あり 

 ・東日本大震災では、施設によっては長いもので半年復旧に時間を要した 

 ・県内施設では機械設備の耐震済施設は安芸メルトセンターのみと思われる 

 ・し尿の発生量は、平常時も災害時も同様の量を想定することが望ましい 

   ・東日本大震災の事例では、処理が不完全の汚水等による消毒剤の効力低下により、水質汚濁が懸念されたた 

  め、放流時には万全な衛生対策を実施する必要あり 

  ・し尿を直接下水道管に接続して処理することは可能と思われる（破損に留意） 

    ・携帯トイレから発生するし尿を凝固剤等で固めた廃棄物は焼却処理を想定 

  ・発災直後は携帯トイレ等で対応し、順次、マンホールトイレや仮設トイレに切り替えていく対応が理想（高知市の 

  対応：平成31年度までに全指定避難所・避難ビルへ配備） 

    ・協定締結先からの支援を円滑に受けるため、来年度から「支援の受入に係る実務調整」を検討 

    ・協定締結団体による訓練への参加を検討 

    ・し尿処理施設から発生する汚泥の処理に係る下水処理場との連携を検討 

    ・ブロック別の処理方策と連動するよう、実務調整の内容を処理フローへ組み込む 

第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 第４回

アンケート調査項目の審議 ●

連携内容等の審議 ● ● ●

支援の受入に係る実務調整の
報告

○ ○ ○ ○

H28年度 H29年度H27年度
検討項目



P34 

３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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３  検討資料（４）他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場等） 
    との連携 
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４  平成２９年度の活動計画 

検討会審議事項 

第１回検討会

(H29. 7月) 

①市町村行動マニュアル（アクションカード付き）を活用した初動訓練の実施（検証） 

   ・実施計画の検討 

②高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の作成 

   ・タイムラインの作成・検証 

③ブロック別の処理方策の検討 

     ・共通ルール案、ブロック別の処理方策の検討方針 

④平成29年度の活動計画、スケジュールについて 

(H29年9月) 市町村行動マニュアル（アクションカード付き）を活用した初動訓練の実施(1回目） 

第２回検討会

(H29.10月) 

①市町村行動マニュアル（アクションカード付き）を活用した初動訓練の実施（検証）   

    ・結果の検証、実施計画の見直し 

②高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の作成 

     ・県のプライオリティの高い業務の抽出 

   ・業務フローの作成・検証 

③ブロック別の処理方策の検討 

      ・共通ルールの修正案、ブロック別の処理方策案 

(H29.11月) 市町村行動マニュアル（アクションカード付き）を活用した初動訓練の実施（2回目） 

第３回検討会 

(H29.12月) 

①市町村行動マニュアル（アクションカード付き）を活用した初動訓練の実施（検証）   

  ・結果の検証 

②高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の作成 

  ・マニュアル案の提示 

③ブロック別の処理方策の検討 

      ・共通ルールの最終案提示、ブロック別の処理方策修正案 

第４回検討会 

(H30.2月) 

①市町村行動マニュアル（アクションカード付き）を活用した初動訓練の実施（検証）   

  ・マニュアルの見直し 

②高知県行動マニュアル(アクションカード付き)の作成 

    ・最終案の提示 

③ブロック別の処理方策の検討 

  ・ブロック別の処理方策の最終案（まとめ） 

④平成３０年度の活動計画 

検討会報告事項 

     ・広域ブロックの設定 

     ・支援の受入に係る実務調整 

     ・各種様式等の作成 

適宜検討を進め、結果を検討会に報告 

 

   平成29年度の活動計画は以下のとおり。 

 

 



P45 

４  平成２９年度の活動計画 

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

● ● ● ●

●

④マニュアル化

①広域ブロックの設定

②支援の受入に係る実務調整

③各種様式等の作成

(3)ブロック別の処理方策の検討

①共通ルール案、ブロック別の処
理方策の検討方針

②共通ルールの修正案、ブロック
別の処理方策案

検討会開催

(2)高知県行動マニュアル(アクション
カード付き)の作成

報告書の作成

③結果の検証、実施計画の見直し

②準備・訓練の実施（1回目）

⑤結果の検証

③共通ルールの最終案、ブロック
別の処理方策修正案

④ブロック別の処理方策の最終案

②県のプライオリティの高い業務
の抽出

(4)その他検討事項（報告事項）

項　　目

①実施計画の検討

①タイムラインの作成・検証

③業務フローの作成・検証

⑤アクションカードの作成

●

(1)市町村行動マニュアル（アクション
カード付き）を活用した初動訓練の実
施（検証）

●

⑥マニュアルの見直し

④準備・訓練の実施（2回目）

市町村への意見照会

訓練の実施

訓練の実施

 
   平成29年度活動スケジュール案 

 



『南海トラフ巨大地震の発生に伴う災害廃棄物処理対策業務』

 の活動計画（ロードマップ）

課題

取組内容・目的

高知県災害廃棄物処理計画Ver.1
（H26.9)のブラッシュアップ

　

●災害廃棄物処理検討会(※)による対応策
の検討、支援ﾂｰﾙの作成・検証
・県計画Ver.１の課題への対応策の検討
・検討結果は「計画Ver.２」へ反映

●災害廃棄物処理検討会の設置(H27.7.29)

●災害廃棄物処理検討会による対応策の検
討
①災害廃棄物発生量の検証
・各推計方法の考え方・特徴等の整理
②初動期等の行動内容の明示化
・「市町村行動ﾏﾆｭｱﾙ（ｱｸｼｮﾝｶｰﾄﾞ付き）」概
要・骨子等の検討

●災害廃棄物処理検討会による対応策の検
討、支援ツールの作成
①初動期等の行動内容の明示化
・市町村行動ﾏﾆｭｱﾙ（ｱｸｼｮﾝｶｰﾄﾞ付き）の作成
・高知県行動ﾏﾆｭｱﾙ（ｱｸｼｮﾝｶｰﾄﾞ付き）の概要・
骨子等の検討
②県内広域処理体制の構築
・既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の処理
可能量の検証
③民間団体や他施設との協力支援体制の構築
・他施設（産業廃棄物処理施設、下水処理場）と
の連携

市町村支援

① 講演会・業務説明会の開催
 ・市町村、一部事務組合職員等への啓発
② 市町村人材育成研修の実施
 ・災害時の生活環境保全技術ｽｷﾙ向上
③ 市町村計画の策定促進に係る個別訪問
 ・市町村の災害廃棄物処理体制の構築
④ 市町村等が保有するごみ処理施設、し尿処
理施設の強靭化
 ・施設の強靭化による地震・津波対策

≪平成26年度までの取組実績≫
・「市町村計画策定の手引き、ひながた」の
作成・配布（H26.9)
・講演会の開催（H26..9)

① 講演会・業務説明会の開催（H27.6.4）
・災害廃棄物処理計画の策定
② 市町村人材育成研修の実施（H28.1.26）
③ 市町村計画の策定促進に係る個別訪問
・沿岸9市町村及び陸側1市訪問済

①講演会・業務説明会の開催（H28.4.27）
・①災害廃棄物処理実行計画の策定
・②災害時のし尿・トイレ対応
  ※D.waste-Net(環境省所管)による講師派遣

②市町村人材育成研修の実施（H28.8.30、
H29.1.27）
③市町村計画の策定促進に係る個別訪問
・沿岸9市町村及び陸側14市町村訪問
※沿岸9市町村及び陸側5町村訪問済
④市町村等が保有するごみ焼却施設及びし尿
処理施設の強靭化に向けた支援の実施（情報
収集）

（市町村の取組）
○市町村災害廃棄物処理計画の策定
○応急期機能配置計画の策定※南トラ対策課
が所管
○市町村行動ﾏﾆｭｱﾙ（ｱｸｼｮﾝｶｰﾄﾞ）を活用した
初動訓練の実施

（市町村の取組実績）
 ○市町村災害廃棄物処理計画の策定作業
 ・沿岸9市町村及び陸側2市町が作業中
 ○応急期機能配置計画の策定
 ・２市（所管：南海ﾄﾗﾌ地震対策課）

（市町村の取組実績：H29.3.1現在）
 ○市町村災害廃棄物処理計画の策定作業
 ・策定済（２市町）、策定中（16市町村）

 ○応急期機能配置計画の策定
 ・策定済（５市町）※南トラ対策課が所管

民間団体との連携

災害時協力支援協定の締結
・官民協働による災害廃棄物処理

≪平成26年度までの締結実績≫
(一社)高知県産業廃棄物協会及び(一社)高知県
リサイクル協会（H20.11.4)
 ・災害廃棄物処理等の協力

高知県し尿収集運搬支援連合会との協定締結
（H27.6.23)　※県内４団体を一本化
　　① 高知県清掃事業協同組合
　　② 高知県環境保全協会
　　③ 高知県環境整備事業協同組合
　　④ 高知市環境保全事業協同組合
 ・し尿等の収集運搬

(一社）高知県トラック協会との協定締結
（H28.9.28）
　・災害廃棄物等の収集運搬

(一社）高知県建設業協会との協定締結
（H29.3.24）
　・家屋解体等

四国４県の広域連携

災害廃棄物対策四国ﾌﾞﾛｯｸ協議会への出席
・環境省中国四国地方環境事務所が設置
（H26.9.26)
・大規模災害発生時の災害廃棄物処理対策に
向けた広域連携
≪平成26年度までの取組実績≫
・協議会の発足等

災害廃棄物対策四国ﾌﾞﾛｯｸ協議会への出席
・四国４県の広域連携に向けた調査・分析
（協議会３回）
・図上訓練の実施（訓練２回）　等

災害廃棄物対策四国ﾌﾞﾛｯｸ協議会への出席
・大規模災害発生時における四国ﾌﾞﾛｯｸ行動計
画の策定着手（協議会２回、幹事会２回）
・図上訓練の実施（１回）　等

平成27年度
（２０１５）

平成28年度
（２０１６）

※被害想定の見直し（所管：南海ﾄﾗﾌ地震対策課）

・被害想定のうち人的被害を見直し

・被害想定のうち廃棄物発生量の見直しは未定

検討会１年目 検討会２年目

※県計画Ver.1の課題への対応策の検討に向けて、

５名の委員（有識者、コンサルタント、自治体）及び県

環境対策課で構成

支援継続 支援継続

取組継続 取組継続

取組継続 取組継続

P46 

５  参考（１）ロードマップ 
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５  参考（２）現行計画で明確にできなかった課題等の検討状況 

※

県環対 市町村 (連携) ～H26 H27 H28 H29 H30～

● － － ● － － － －

○ ○ (県全体) － － － － ○

○ ○ (県全体) － － － － ○

● － － － ● － － －

○ － (市町村) － － ○ － －

○ － (市町村) － － － ○ －

○ － － － － ○ － －

○ － － － － － ○ －

○ － － － － － － ○

● － － ● － － － －

● － － － ● － － －

○ － (南ﾄﾗ) － － － － ○

● － － ● － － － －

○ － － － － － － ○

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

● － － － － － － ○

● － － ● － － － －

○ － － － － － ○ －

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

－ － － － － ○ － －

○ － (市町村) － － － ○ －

○ － (市町村) － － － ○ －

● － － ● － － － －

○ － (国) ○ ○ ○ ○ ○

○ － (国) － － － － ○

○ － － ○ ○ ○ ○ ○

○ － － － － ○ － －

○ － (市町村) － － － ○ －

○ － － － － － ○ －

● － － ● － － － －

○ － － － － － － ○

● － － ● － － － －

○ － (市町村) － － － ○ －

－ ○ － － － － － ○

● － － ● － － － －

○ － － － － － ○ －

○ － － － － ○

○ ○ － － － － － ○

○ － (市町村) － － － － ○

５
経
理

２
企
画

②解体申請書、管理台帳等の様式の作成

P28-37

P38-41

P8

(2)補助金対応

(1)発注対応

(2)家屋解体の受付対

応

(1)平常時の広報と災

害時の広報

(5)市町村から県への

事務委託の想定

(4)民間団体や他施設

による協力支援体制の

構築

災害廃棄物処理に係る課題対応シート

②既存施設（焼却施設、最終処分場）の処理見込量の算定

対応策等

(1)業務の実施体制の

整備（県・市町村）

(2)初動期等の行動内

容の明示化（県・市町

村）

(2)県内広域処理体制

の構築（災害廃棄物、

し尿）

(1)情報収集の体制・

連絡網の整備

●検討済 ○H28検討事項 〇H29検討事項 〇H29報告事項

③県の地域特性を踏まえた選別率及び具体的な処理フローの検討

②国の各推計方式による特徴等の整理（災害廃棄物・津波堆積物）

①「L1」の処理期間（３年以内）の設定

①基本的な処理フローの検討（被災現場～一次仮置場～二次仮置場～搬出先）

P107,1

08

②種類別の選別率の設定（東日本大震災参考）

①発注業務の整理

①本県の地域特性や被害想定を踏まえた補助金の適用事項の整理

①仮想広域ブロックの設定（焼却施設）

①市町村から県への事務委託の想定

P25

-

-

③中国地方との広域連携

②必要な予算額の算定、予算の確保策の検討（県・市町村）

P22-23

②他施設（産業廃棄物処理施設・下水処理場等）との連携

②県への委託範囲（市町村との役割分担、受託の判断基準等）

②四国４県による広域連携（四国ブロック協議会）

①解体の流れ、手続きの整理

③支援の受入に係る実務調整

⑤ブロック別の処理方策の検討

④災害時の広域ブロックの設定

①組織体制、指揮命令系統、処理チーム構成の検討（県・市町村）

②市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の作成

②広域処理や多様な処理方法を踏まえた「L2」の処理期間の検討

③②を踏まえた県被害想定の見直しに係る調整（見直しは南トラ対応）

②災害時のごみの分別チラシ（様式）の検討

③災害時のごみの分別方法の検討、分別チラシの印刷・保管、住民周知

P19,20

－

P24

P24

③市町村行動マニュアル（アクショ ンカード付き）を活用した初動訓練の実施（検証）

⑤高知県行動マニュアル（アクションカード付き）の作成

P26,27

43,44

(3)処理フローの設定

(2)目標処理期間の検

討

(1)災害廃棄物等発生

量の検証

参考
(県計画)

３
総
務

P19,21

⑥高知県行動マニュアル（アクショ ンカード付き）を活用した初動訓練の実施（検証）

①近隣他県の支援の受入に必要となる事項の整理

１

総

括

③既存施設（焼却施設、し尿処理施設等）の処理可能量の検証

①協力支援協定の締結（締結団体は各業務へ記載）

④支援要請内容の様式作成

(3)県外自治体との広

域連携（災害廃棄物、

し尿）

①収集する情報の整理、関係する連絡網の整理

③欠員時の兼務・補充方法、OB・専門家等への支援要請方法の検討（県・市町村）

②情報収集様式の作成

②土木部局との連携、処理チームへの人員配置の想定（県・市町村）

検討・対応状況(予定含む)

課　題

①市町村行動マニュアル（アクションカード付き）の概要、
骨子案等の検討

④高知県行動マニュアル（アクションカード付き）の概要、骨子案等の検討

対応者

①災害廃棄物発生量の推計手順、発生量の想定

４
住
民
窓
口

①広報内容・広報手段の整理

○別途対応 ○今後対応

・高知県災害廃棄物処理計画Ver.1の策定後、災害廃棄物処理体制の構築に向けて、県は統一的な対応策、市町村は

個別の対応策について、以下のとおり検討している。

・検討結果については、定期的に県計画又は各市町村計画へ反映し、バージョンアップを図っていく。
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県環対 市町村 (連携) ～H26 H27 H28 H29 H30～

● － － ● － － － －

● － － － － ● － －

－ ○ － － － － － ○

－ ○ － － － － － ○

○ － (市町村） － － － － ○

● － － ● － － － －

● － － － ● － － －

○ － － － － － ○ －

－ ○ － － － － － ○

－ ○ － － － － － ○

○ － (市町村） － － － － ○

● － － ● － － － －

－ ○ － － － － － ○

－ ○ (県環対) － － ○ ○ ○

○ － (県全体) － － － － ○

● － － ● － － － －

－ ○ (南ﾄﾗ) － ○ ○ － －

－ ○ － － － － － ○

－ ○ － － － － － ○

○ － － － － － － ○

○ － － － － － ○ －

○ － － － － － － ○

－ ○ － － － － － ○

○ － (市町村） － － － － ○

○ － － － － － － ○

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

○ － (市町村) － ○ ○ ○ ○

● － － ● － － － －

○ － － － － ○ －

○ － － － － － － ○

● － － ● － － － －

○ － － － － － － ○

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

－ ○ － － － － － ○

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

○ － － － － － ○ －

○ － － － － － － ○

○ － － － － － － ○

－ ○ (県環対) － － － － ○

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

○ － (市町村) － － － － ○

● － － ● － － － －

● － － ● － － － －

－ ○ (県環対) － － － － ○

(2)し尿（避難所・一

般家庭）の汲取・処理

体制の整備

③ハザードマップの作成、専門取扱業者との連携 

６
ご
み
・
し
尿
対
応

課　題 対応策等
検討・対応状況(予定含む)

(1)仮置場の確保（市

町村）

②し尿の収集運搬車両の確保（し尿関係団体との協力支援協定の締結）

③仮設トイレの確保（トイレ関係企業との協力支援協定の締結）

②重機等の確保（建設業協会との協力支援協定の締結）

⑤避難所の位置及び道路の啓開日数等の把握、収集運搬ルートの検討

(3)既存施設の体制維

持
P43,44

③既存施設の強靭化（焼却施設、し尿処理施設等）

(3)車両・運搬ルー

ト、資機材、電力・燃

料の確保

P120

①用地提供同意書、仮置場台帳等の様式の作成

①主な有害廃棄物、処理方法等の整理

②既存施設のBCPの作成、プラントメーカーとの連携（焼却施設、し尿処理施設等）

①破砕・選別方法、重機の種類、除塩方法の整理

①再生資材の種類、利用用途、再生資材となる災害廃棄物の整理

①最終処分見込量と処分不可能量の算定

③新たな処分場の確保、既存処分場以外の処分の検討

⑦仮設炉の種類、設置場所、処理能力、必要設備、脱塩基準等の検討

②再資源化処理施設の確保（リサイクル協会との協力支援協定の締結）

P100-

105

②仮設焼却炉の特徴の整理、設計・建設工事・焼却時の留意点の整理

P84-99

⑥輸送手段の確保（鉄道・開運輸送関係団体との協力支援協定の締結）

③再生資材の利用方法・受入基準、保管場所・保管方法の検討

④中間処理施設の確保（産廃協会との協力支援協定の締結）

②最終処分場の確保（産廃協会との協力支援協定の締結）

⑤セメント処理施設の確保（セメント企業との協力支援協定の締結）

③二次仮置場の廃棄物の集積分類、必要面積、設置イメージの検討

⑧二次仮置場の候補地選定、利用計画の作成

P71-83

P106、

114-

119、

121

P122-

126

P127-

130
③災害時の分別・排出方法の検討、避難所担当部署との連携

P109-

113、

148

①仮置場の定義、必要面積及び立地条件、選定方法、選定の留意事項の整理

④総合的な土地利用方策（中長期保管サイト構想等）の検討

②環境モニタリング項目の検討、調査の考え方の整理

(県計画)

④既存施設の体制維持に必要な資機材の確保

P70、

121、

131-

136

①全壊・焼失建物棟数の把握、個人所有物の取扱いの整理

③車両・重機等の必要数算定、解体撤去運営費用の積算方法の検討

④市町村職員への環境技術等に係る人材育成支援

対応者

－

①道路の啓開日数等の把握、収集運搬ルートの検討

②車両必要台数の把握、必要となる資機材の整理

③車両・資機材の確保策の検討

①避難所のし尿発生量及び仮設トイレの必要基数の推計方法の検討・算定

⑥既存施設の処理可能量、受入条件の把握、周辺施設との連携

④仮設トイレの備蓄及び確保策の検討、避難所担当部署との連携

参考

②災害廃棄物等の収集運搬車両の確保（トラック協会との協力支援協定の締結）

③各自治会等との事前調整、住民用仮置場の場所の決定

⑤仮置場運営費用の積算方法の検討

(2)中間処理体制の構

築

９
処
理

(4)最終処分体制の構

築

(3)リサイクル率の向

上

(3)有害廃棄物の撤

去・処理

(2)冷凍水産物等腐敗

性廃棄物の撤去・処理

(1)家屋解体の体制の

整備

(4)環境保全・周辺へ

の環境対策等

(1)ごみ（避難所・一

般家庭）の収集・処理

体制の整備

①既存施設（焼却施設、最終処分場）の処理見込量の算定

⑤既存施設の処理可能量、受入条件の把握、周辺施設との連携

④避難所の位置及び道路の啓開日数等の把握、収集運搬ルートの検討

７
仮
置
場

８
解
体
撤
去

①仮置場の運営における留意点と対策の整理

②仮置場候補地の選定、優先度のランク付け、他の用途との調整（応急期機能配置計画）

(2)私有地の借上

①避難所ごみ発生量の算定、ごみの特徴・集積場の留意点の整理

②有害廃棄物発生源施設及び保管量・保管場所の把握

②環境配慮手法、返還時の原状回復方法の整理

②腐敗性廃棄物の発生量の把握、早期撤去策、処理先の確保

③思い出の品、貴重品の取扱い方法の検討

①腐敗性廃棄物（鮮魚・水産加工物等）の処理方針の検討

P62-69

－
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南海トラフ巨大地震の発生に伴う災害廃棄物処理検討会設置要綱            

                                                                                              高知県林業振興・環境部環境対策課   

（設置目的） 

第１条 平成26年9月に策定した高知県災害廃棄物処理計画Ver.1(以下「現行処理計画」  

 という。)においてＬ２規模の地震被害を中心に対応策の明示に至らなかった課題等につ 

   いて、本県の地域特性を踏まえた対応方針や方策等を検討し、現行処理計画をより実 

 効ある計画としてブラッシュアップしていくため、南海トラフ巨大地震の発生に伴う災害廃 

 棄物処理検討会(以下「検討会」という。)を設置する。 

  

（業務） 

第２条 検討会は、現行処理計画で明確にできなかった本県特有の課題や問題点を中心 

 に整理し、対応方針や方策等を導き出すことによって、現行処理計画をより実効ある計 

 画とするとともに、その成果を各市町村が取り組む災害廃棄物処理計画の策定に適切 

 に反映していくものとする。 

  

（委員） 

第３条 検討会は、災害廃棄物に関する専門的知識や知見を有する学識経験者等(以下 

 「委員」という。)及び県職員により構成する。 

２ 委員は、別紙委員名簿のとおりとする。 

  

（座長） 

第４条 検討会に座長を置く。座長は委員の互選により決定するものとする。 

２ 座長は、会議の進行及び意見の調整等を行い、検討会を総括する。 

  

（外部からの意見聴取） 

第５条 検討会は、業務遂行のため、必要に応じ、委員以外の者から意見等を聴くことが 

 できる。 

２ 意見を聴く者は、座長が委員の意見を聴き決定する。 

  

（運営） 

第６条 検討会の運営に関する事務は、高知県林業振興・環境部環境対策課が行う。 

  

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関して必要な事項は検討会に 

 諮って定めるものとする。 

  

附則 

 この要綱は、平成27年６月18日から施行する。 

 

５  参考（３）検討会設置要綱 
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５  参考（４）市町村災害廃棄物処理計画の策定状況 

平成29年３月１日現在

～

1 高知市 - － ◯ ◯ ・H27.3策定済 ◯ ◯ ・直営

2 室戸市 ◯ H28.6.7 ◯ ◯ ←
・火葬場建設工事終了後（本年12月）、計画策
定着手

◯ ◯ ・H27繰越

3 安芸市 ◯ H27.8.26 ◯ ◯ ←
・ひながたベースで策定中
・一部事務組合との調整が必要

◯ ◯ ・H27繰越

4 南国市 ◯ H27.8.21 ◯ ◯
・H22.3に策定済であり、東日本大震災の知見等
を踏まえて見直しを検討中
・香南清掃組合と協調して実施

◯ ◯ ◯ ・H27繰越

5 土佐市 ◯ H28.5.30 ◯ ◯ ← ・応急期機能配置計画策定済（H27） ◯ ◯ ◯

6 須崎市 ◯ H27.9.7 ◯ ◯
・ひながたベースで策定中
・事務組合、セメント会社との調整要

◯ ◯ ・H27繰越

7 宿毛市 ◯ H28.6.3 ◯ ◯ ・ひながたベースで策定中 ◯ ◯

H27.11.5

H28.11.28

9 四万十市 ◯ H28.6.3 ◯ ◯ ・ひながたの内容確認中 ◯ ◯ ・H27繰越

10 香南市 ◯ H27.8.21 ◯ ◯
・H22.3に策定済であり、東日本大震災の知見等
を踏まえて具体的に見直しを検討中
・香南清掃組合と協調して実施

◯ ◯

11 東洋町 ◯ H28.7.6 ◯ ← ◯ ← ←
・コンサルへの業務委託を検討中
・室戸市との共同処理も検討する予定

◯ ◯

12 奈半利町 ◯ H28.7.6 ◯ ◯ ・安芸地区全体での広域処理が必要 ◯ ◯ ◯ ・H27繰越

13 田野町 ◯ H28.7.14 ◯ ◯ ・ひながたの内容を確認 ◯ ◯ ・H27繰越

14 安田町 ◯ H28.7.6 ◯ ◯ ・ひながたの内容を確認 ◯ ◯

H27.8.26
H28.5.30

H27.9.7

H28.6.1

17 四万十町 ◯ H27.11.5 ◯ ◯ ← ・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中 ◯ ◯ ・H27繰越

18 大月町 ◯ H28.6.3 ◯ ← ◯ ・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中 ◯ ◯

19 黒潮町 ◯ H27.11.5 ◯ ◯ ・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中 ◯ ◯ ◯ ・H27繰越

18 - 1 11 7 0 9 10 0 0 - 5 2 17 18 －

20 香美市 ◯ H27.8.21 ◯ ◯
・H22.4に策定済であり、東日本大震災の知見等
を踏まえて具体的に見直しを検討中
・香南清掃組合と協調して実施

◯ ◯

21 北川村 ◯ H28.7.14 ◯ ◯ ← ・仮置場の不足分は田んぼ等の農地で対応 ◯ ◯

22 馬路村 ◯ H28.7.14 ◯ ← ◯ ← ←
・被災後の道路寸断による孤立が想定
・森林率96％、水洗化率30％程度

◯ ◯

23 本山町 ◯ H28.11.17 ◯ ← ◯ ・遺体対応マニュアルとの整合性が必要 ◯ ◯

24 大豊町 ◯ H28.12.26 ◯ ← ← ◯ ・H28.９策定済 ◯ ◯

25 土佐町 ◯ H28.11.17 ◯ ← ◯ ・広域処理の検討が必要 ◯ ◯

26 大川村 ◯ H28.12.26 ◯ ◯ ← ・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中 ◯ ・直営

27 いの町 ◯ H28.9.27 ◯ ◯ ←
街中は老朽家屋が密集しており、災害時の火災
が懸念される

◯ ◯

28 仁淀川町 ◯ H28.12.22 ◯ ◯ ・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中 ◯ ◯

29 佐川町 ◯ H28.12.22 ◯ ◯ ・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中 ◯ ◯

30 越知町 ◯ H28.9.29 ◯ ◯ ・今後、吾北地域の３町で連携して課題へ対応 ◯ ◯

31 梼原町 ◯ H28.11.11 ◯ ← ◯ ← ← ・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中 ◯ ◯

32 日高村 ◯ H28.9.27 ◯ ← ◯
・仁淀川中央清掃事務組合跡地は仮置場とする

・災害時の北原ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰの受入体制が課題 ◯ ◯

33 津野町 ◯ H28.11.11 ◯ ◯ ← ・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中 ◯ ◯

34 三原村 ◯ H28.11.28 ◯ ◯ ← ・幡多地区全体での広域処理が必要 ◯ ◯

15 - 1 5 9 0 2 13 0 0 - 0 0 15 14 －

33 - 2 16 16 0 11 23 0 0 - 5 2 32 32 －

10 - 1 11 19 3 11 10 9 3 - 0 13 21 12 －

※  H29年度・・・未策定市町村を再度訪問する。
※　「策定済」・・・東日本大震災（H23.3.11）の知見や県被害想定を踏まえた計画とする。
※　「補助金」・・・南海トラフ地震対策課が所管する「応急期機能配置計画策定事業費補助金」のことを指す。

市町村災害廃棄物処理計画の策定状況

項目

市町村名

市町村訪問 処理計画の策定状況 ＜応急期機能配置計画＞

策定時期 補助金

年度
交付

実
施

訪問日
（予定）

策
定
済

策
定
中

策

定

予

定

未
定

策定時期

特記事項
策

定

済 特記事項
決定
済

沿
 

岸
 

市
 

町
 

村

8 土佐清水市 ◯ ◯ ←

H
29
 H
30
 未定 H27 H
28


◯
・H22.9に策定済であり、東日本大震災の知見等
を踏まえて見直しを検討中

15 芸西村 ◯ ◯

◯ ◯

◯ ◯ ・H27繰越◯

合　計

（参考：H28.3.31現在）

◯ ・H27繰越

・応急期機能配置計画と併せての策定を検討中
・事務組合、セメント会社との調整が必要
・ひながたの内容確認中

◯16 中土佐町 ◯ ◯

H
28


小計

陸
 

側
 

市
 

町
 

村

小計

◯

・地域防災計画ベースで策定中
・事務組合との調整が必要
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